
東日本大震災後の停電や上下水道が機能しない状

況において、衛生的で快適なトイレ環境を整備・維持

することを目的に、ポータブル型の無水し尿分離トイ

レユニットを独自に設計・開発し、東北各地に緊急導

入した。し尿処理の最も重要な目的は、病原菌を多く

含む大便の封じ込めと衛生化にある。このトイレユニ

ットは、運搬・備蓄が容易で軽量な組み立て式で、大便

と尿を簡易に分離できる形状とした。分離した大便

は、消石灰と籾殻炭の混合物を添加することで無臭化、

衛生化を実現した。また、病原菌をほとんど含まない

尿は、消石灰添加により汚染原因となるリンと窒素を

沈殿除去し、放流や土に浸透させ処理することが可能

であった。

2011年3月11日に発生した東日本大震災は、東北

地方・関東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被害をも

たらした。家屋への被害は、全壊・半壊を合わせて100

万戸を超え、停電世帯は800万戸、断水世帯は180万

戸に上った。ピーク時の避難者数は45万人を超え、

2,000箇所以上の避難所が開設された。全国から水、

食糧、医薬品、毛布、衣類などの緊急支援物資が届け

られたが、トイレについては、十分な備えがなく、また

優先的に対応されず、従来の水洗トイレが使用できな

くなったことで、多くの人々が劣悪で非衛生的な環境

での排泄を余儀なくされ、被災者にとって大きな問題

であった。

大きな被害を受けた被災地からの発生直後の情報

では、震災発生当初には新聞紙上に排便する等の状

況もみられた様である。し尿は、ポリバケツやビニー

ルプール等の容器に貯留され、その後に埋め立てや

焼却による処理がとられた。その後、仮設トイレが設

置され、バキュームカーで汲取られ、順次近隣のし尿

処理場で処理されていたが、水洗できずにあるいは汲

取りされずにトイレ内にし尿が溜まり劣悪な排泄環境

となってしまい、早急の改善が必要であった。一方、そ

の最終処理を担う沿岸部の下水処理施設は津波によ

る壊滅的な被害を受けてしまった。隆起マンホールや

損傷下水管を含めた下水処理システムの復旧には2

～3年が必要とされている。

建物の被害が少なかった家庭では水洗トイレが継続

して利用されていた。行政は水洗トイレを使用せずに

仮設トイレを使用するように呼びかけてはいたが、水

道の早期復旧により、使用水量、ひいては汚水発生量

が増すことにより、下水道からの汚水が噴き出し衛生

面の悪化が新たな問題となっていた。このままでは、

夏になると被災地の人々のし尿に起因する感染症の

大量発生が危惧され、人々の健康を更に害することに

なってしまう状況であった。

避難所各階の水洗トイレは、下水道が使えないため

立入禁止となり、避難者は屋外の仮設トイレに行かね

ばならなかった。特に高齢者にとっては、階段の上り

下りがつらく、また遠くの仮設トイレに行く回数を減ら

すため水分を制限する人が多かった。避難者を検査

したところ、年齢を問わず高い確率で血栓が見つかっ

ていた。死亡率の高い疾病に繋がるため、充分な水分

摂取が強く望まれた。このためにもトイレの早期改善

が緊急課題であった。こうした状況に対応するために、

本活動では、上水道や下水道システムの完全復旧ま

でに、床の上でも既設水洗トイレでも利用可能な自立

型し尿分離トイレユニットの開発と被災地への導入を

その目的とした。

本活動では、緊急時とはいえ、人間の尊厳を守る快

適な排泄空間を構築することを目指した。また、近い

将来に発生することが予想されている東海・東南海・

南海地震等に備えて、水や電気を必要とせず、緊急利

用可能なポータブル型し尿分離型トイレユニットの設

計・開発することを検討した。使用前にはコンパクトに

折りたたんで収納が可能な便器ユニットとすること、
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現地に事前供給しストックしておくことも可能となるこ

とを目指した。

本活動では、プラスチック段ボール製（写真1と2）

で、軽量の運搬・備蓄が容易な組み立て式のポータブ

ル型無水し尿分離トイレユニットを独自に設計・開発

した。これらのトイレユニットは床上にそのまま設置し

て利用できるばかりではなく、避難所や仮設住宅等を

含めた既設の洋式・和式トイレ便座の上に容易に設置

できるもので、周辺環境への影響を軽減できるように

し尿分離機能を有するトイレユニットとした。

開発に際して、市販の簡易トイレの状況を調査した

結果、いずれも排泄されたし尿を凝固剤等で固めて処

分するもので、これでは日々蓄積する廃棄物の処理が

必要となり、被災地に更なる負担をかけてしまうこと

が懸念された。し尿を簡易に分離し、病原菌をほぼ含

まない尿は汚染物質（窒素・リン）を沈殿除去後に放流・

土壌浸透し、大便には消石灰と籾殻炭の混合物を添

加しアルカリ化・乾燥化によって衛生処理を実現する

ことが可能なものとした。

本活動では、これまでに長年に渡り実施してきた水

を使用しないし尿分離トイレの研究成果を基とした。

既に公共下水道が発達している日本の現状と、将来、

農業肥料として必要なリンが世界的に枯渇することか

ら、尿中に大量に含まれるリンを回収することを目的

として実施してきたものである。また、下水道システ

ムが発達していない途上国（ベトナム）においても、し

尿分離により経済的に衛生処理し、農地に戻すといっ

た研究活動も実施し、現地での大きな成果を収めて

いた（写真3）。

これまでの研究では、大便と尿を分離することが可

能な一連のシステムを開発していた。窒素とリンの含

有量は少ないが病原菌を含む大便はそのまま公共下

水道に放流する。一方、病原菌を含まない尿は一時貯

留後に水酸化マグネシウム等のアルカリ剤を添加す

ることによって、尿中リンと窒素を緩効性肥料として利

用することが可能な沈殿として回収することができる

方法である（図1）。また、ベトナムでは、分離した尿は

雨水で希釈した後に肥料として農業利用し、大便には

現地で燃料廃棄物として発生する灰を添加することに

よって病原菌の死滅を促進させ、最終的には土壌改良

材として利用する方法を現地に導入した。これにより、
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写真1 プラスチック段ボール製ポータブル型し尿分離トイレ
ユニット断面写真

写真2 洋式トイレに設置したプラスチック段ボール製ポータ
ブル型し尿分離トイレユニット

活動の内容

写真３し尿分離トイレにより灰を用いた大便の処理・農業利用
を実現（ベトナム）

図１し尿分離システムと緩効性肥料回収



現地の衛生問題の改善と農業収穫量の増加のために

貢献することができた。

本活動では、これまで日本の下水道の現状に合わせ

て、またトイレが存在しない途上国で実施してきたら

の研究成果を同時に利用した。し尿はその排泄時に

ポータブル型トイレユニットにより分離することとした。

分離により、大便を乾燥状態で確実に封じ込めること

ができ、その後の衛生化も容易となる。大便には灰あ

るいは安価な消石灰（土のグランドの白線用）等のアル

カリ剤を添加して回収・貯留し、病原菌の無害化促進

を図ることとした。灰や消石灰に加えて気仙沼市本吉

地区で調達した籾殻炭をかけることで通常の汲取式

と比べ臭いも激減し、使用感が大幅に向上し、快適な

排泄環境を構築することができた。大便から分離され

病原菌をほぼ含まない尿は、予め消石灰を入れた容

器（例えばペットボトル等）に回収して、リンと窒素を沈

殿として集めることとした。無害化された大便は土に

戻すことが可能である。尿は元々病原菌がほとんど入

っておらず、大部分のリンと窒素が除去されることか

ら、水環境への負荷を抑制することが可能である。尿

から回収される沈殿は肥料として農業利用することも

できる。

無水ポータブル型し尿分離トイレユニットを複数回

にわたり被災地に持ち込み（写真4）、その組立・設置・

使用方法（図2）と分離した大便と尿の衛生的な処理方

法（図3）を説明し、下水処理システムが復旧するまで

の間、被災者に利用してもらうと共に、アンケート調査

（図4）に基づき、改良を加えていった。

人は毎日約1～1.5Lの尿と約0.3L程度の大便を排

泄する。よって、通常の汲取式では非常時にはすぐに

満杯になる。し尿分離により、衛生化が必要な大便だ

けを水を使わずに封じ込めることで、処理必要な量す

なわち汚水量も大幅に減少することが可能となった。

本活動により、東日本大災害被災地のごく一部では

あるが、水系伝染病等の感染症発生を抑制し、下水道

システムの復旧までの数年間の衛生的なし尿処理シ

ステムを供給することができたと考える。「ポータブル

型無水し尿分離トイレユニット」はクチコミやホームペ

ージ（http://www.eqc.kyoto-u.ac.jp/ud-toilet/

top.html）を通じて徐々に広がっている。まだ導入を

実施していない東北地方の市町村や、被災地以外の日

本各地の市町村等から災害備蓄用として問い合わせ
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活動の効果・社会への波及効果

写真４　現地での普及活動

図2 組立・設置・使用方法説明パンフレット 図3 分離した大便と尿の衛生的な処理方法パンフレット



が寄せられている。

今後は、災害に強い新しい町づくりの一貫として、災

害の際に避難所となる公共施設だけではなく、各家庭

でも常時設置可能なし尿分離トイレユニットと、分離し

たし尿の無水処理システムを設計・開発することを目

指している（図5）。このトイレユニットとシステムは、通

常時には大便を下水道に直接放流し、尿はリンを有価

資源として回収してからその上澄みのみを下水道に放

流するシステムとする。富栄養化対策のために下水処

理場に導入されているリンを除去するための高度処理

は不必要となり、エネルギー削減に貢献することがで

きるばかりではなく、将来のリン資源の枯渇に対応す

ることも可能となる。また、このし尿分離トイレユニッ

トは、災害発生時には下水道には放流せず、大便を回

収し衛生化することにより、自立分散型の無水し尿分

離トイレとして機能するものとしようと検討している。

こうした常設型のシステムを公共施設に設置すること

で、地域住民が平時からこのし尿分離システムに慣れ、

災害時にもスムーズに無水処理が実現できるようにす

る。さらに、ポータブル型し尿分離トイレユニットを組

み合わせることで、より広い範囲で対応可能な自立分

散型の新しいし尿処理・下水道システムを創造するこ

とができる。これにより、し尿から有価資源を回収する

ことが可能なシステムを備えた、そして災害にも対応

可能な環境調和型都市基盤整備を目指す計画である。

被災地の一時でも早い復旧・復興をお祈りすると共に、

我 の々し尿分離トイレユニットに興味をもってご使用を頂

きました方 に々、紙面をお借りして御礼申し上げます。

本活動は、日本科学技術振興機構（JST）による平成

23年度の研究開発成果実装支援プログラム「緊急実装

支援プロジェクト」の支援により実施したものです。現

在は、ポータブル型し尿分離トイレユニットのさらなる

改良と商品化を進めています。安価な値段とすること

で、防災キットの1つとして、自治体さらには家庭での備

蓄が進むことを期待しています。また、いざという時に

水に頼らないし尿処理システムを地域で確保する新た

なアプローチとして、災害時に避難所となる施設など

で常設型のし尿分離システムの先行導入を探りたいと

思います。我々は、こうした平時のからの備えを継続す

ることで、災害に対応できる未来型トイレと新しいし尿

処理システムへのパラダイムシフトを目指します。
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図4 アンケート調査用紙 図5 公共施設を核とした新しい災害対応型し尿処理のフロー




